
さらに、デフレが慢性化する中で、収入が低く、雇用が不安定な男性の未

婚率が高いほか、非正規雇用や育児休業が利用できない職場で働く女性の未

婚率が高いなど、経済的基盤、雇用・キャリアの将来の見通しや安定性が結

婚に影響することから、デフレ下による低賃金の非正規雇用者の増加などは、

未婚化を加速しているおそれがある。

＜女性の社会進出・価値観の多様化＞

年に男女雇用機会均等法が成立し、女性の社会進出が進む一方で、子

育て支援体制が十分でないことなどから仕事との両立に難しさがあるほか、

子育て等により仕事を離れる際に失う所得 機会費用 が大きいことも、子ど

もを産むという選択に影響している可能性がある。

また、多様な楽しみや単身生活の便利さが増大するほか、結婚や家族に対

する価値観が変化していることなども、未婚化・晩婚化につながっていると

考えられる。

＜図表 年齢別未婚率の推移＞

（備考）総務省「国勢調査」をもとに作成 
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●少子化への取り組み

年の「 ショック」により厳しい少子化の現状が強く認識されるよ

うになったものの、最初の総合的な少子化対策である「エンゼルプラン」が

まとめられたのは 年、少子化社会対策基本法が制定されたのは 年

であった。 年代から整備された高齢者向け社会保障制度に比べて、少子

化対策は非常に遅れをとっている。

少子化社会に関する国際的な意識調査によれば、「あなたの国は、子ども

を産み育てやすい国だと思いますか」の質問に対して、日本では４割以上が

「そう思わない」と回答しており、国際的に見てその割合は相当に高い。

＜図表 子どもを産み育てやすい国だと思うか＞

（備考）内閣府 年「少子化社会に関する国際意識調査報告書」
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